


























































































































































































































６１２７３７１９９７８３０ハ ン ガ リ ー
５４８７３４２００３７４７ポ ー ラ ン ド
６０４７５９２０００７９６スロヴァキア
７２９９７９１９９２７４５スロヴェニア
７０５８０２２０００８７９エ ス ト ニ ア
７０１　（１０９）（注２）　１９９６（注１）－ラ ト ヴ ィ ア
６７０７９９２００１８３９リ ト ア ニ ア
５９４７２９２０００８１５ブ ル ガ リ ア






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































３６２４３１４０８ブ ル ガ リ ア
９４１４３６４２１チ ェ コ
７５５４３０３９９エ ス ト ニ ア
８３９４４３４０６ハ ン ガ リ ー
５５８４４８４２０ラ ト ヴ ィ ア
６５９４４８３７９リ ト ア ニ ア
９７８４５２４１３ポ ー ラ ン ド





































































































































２５.０－３０.０２２.２ブ ル ガ リ ア
 ３５.０２５.１チ ェ コ
 ２２.０１６.６エ ス ト ニ ア
 ４２.０１９.９ハ ン ガ リ ー
 ２０.０２０.０ラ ト ヴ ィ ア
 １５.０１６.０リ ト ア ニ ア
 ３５.０１４.７ポ ー ラ ン ド
－３１.４ル ー マ ニ ア
 ５０.０３５.４スロヴァキア
１００.０４１.０スロヴェニア
 ７５.９２７.３  　１５ 
（注１）多くの場合，２００２年の組織率を示す。
（注２）労働組合員，非組合員を問わず団体交渉に基づく労働協約が適用されている被用者の被
用者総数に対する比率。
（出所）	（２００８），５７から作成。
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系労組。ハンガリーでは政治転換直前に形成された自主労組と旧共産党系労
組）が対立する状況を免れ，制度化された労使交渉を通じて労働者にとって望
ましい一定の成果を収めてきたためである。また，ルーマニアの組合組織率
の高さは，残存国有セクターの経済に占める比重の高さによる（即ち，ほとん
どの中東欧諸国において私有化された企業，新たに生まれた私企業，外資系
企業において労組結成は困難であった）。
中東欧諸国において，賃金・労働条件に関して産業レベル及び企業レベル
での団体交渉（経営者と労働組合代表）が行われており，そこでの合意事項が
労働協約として適用されている。表５においてスロヴェニアの労働協約適用
率が１００％であるのは同国においては経営者が経営者団体に入ることが義務
づけられており，産業別経営者団体と産別労組の間で労働協約が締結されて
いるからである。スロヴァキアにおいても産別交渉の意義が相対的に高い。
他の中東欧諸国においては労使の産別交渉が行われるものの，賃金・労働条
件などに関する協約は企業レベルの労使団体交渉を通じて締結される場合が
多く，さらに団体交渉によらず企業経営者と被用者個人の間で賃金・労働条
件が決められる場合も多い。スロヴェニアとスロヴァキアを除く中東欧諸国
の労働協約適用率が５０％を下回っているのはそうした事情のためである。多
くの中東欧諸国における労使関係はイギリスの労使関係に近いといえる。
旧加盟国においても組合組織率は減少傾向にあり，２００２年に２７％で
あった（表５）。北欧の加盟国（デンマーク，スウェーデン，フィンランド）の
組合組織率は２００３～４年時点で７０％を越えており（に加盟国していないノ
ルウェーの組織率は５０％台），ベルギーが５０％を越える。組合組織率が２０％～
４０％の間にあるのがオーストリア，イタリア，ドイツ，イギリス，ポルトガ
ル，オランダ，アイルランド，ギリシャ，ルクセンブルクであり，組合組織
率が最も低いのは１０％台のスペイン，８％のフランスである（２００８）。
ほとんどの旧加盟国において，団体交渉を通じた労働協約適用率は８０％
を越える。しかし，イギリスが３５％，ドイツが６３％とこれら両国における労
働協約適用率は相対的に低い。イギリスで労働協約適用率が低いのは中東欧
諸国と同様に，同国においては企業レベルの労使団体交渉に基づき労働協約
が締結されるか賃金・労働条件が経営者と被用者個人の契約によって決めら
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れる場合が多いからである。かつてドイツは産業別団体交渉で賃金や労働条
件に関わる労働協約が決められる典型国であった。その際，産別交渉による
労働協約は労働組合が存在しない企業にも適用されてきた。ドイツで労働協
約適用率が減少したのは，主にドイツ統一に起因する。西ドイツの産別交渉
においては賃金のみならず，労働条件，技能訓練を含む広範な事項が取り扱
われ労働協約が適用されてきた。ドイツ統一により旧東独企業も労働協約を
適用することが求められたが，旧東独企業のなかには労働協約を実施する能
力を欠く企業が多く存在した。そうした企業は事実上そうした協約を遵守し
なかった。それを契機として，旧西独地区に立地する中小企業も東独企業の
例に追随した。こうして，労働協約適用率が低下したのである（２００８）。
北欧諸国においては労働組合組織率も労働協約適用率も高い。しかし，こ
こでも労使交渉が従来よりも下位のレベルで行われるようになってきている。
スウェーデンでは，第２次世界大戦以前の時期から労働組合全国中央組織
（）と経営者団体全国組織（）の中央レベルの交渉を通じて産業横断的
に労働協約が結ばれてきた。しかし，国内向け産業の労使と輸出部門労使の
利害と関心の分岐に伴い，１９８３年に金属産業労使団体がから離れ産
別独自交渉をするに至った。そして，１９９０年代初めに経営者団体全国組織
（）が中央交渉から撤退することになった。それ以後団体労使交渉は産業，
企業レベルで行われるようになってきている。雇用弾力化に伴い企業レベル
における労使協議事項が増大し，経営者と被用者個人の間の交渉で労働条件
が決められる例も増加している。デンマークやスウェーデンでは解雇規制よ
りもフレクスキュリティ（この場合，労働移動促進と雇用の継続性の結合を意
味する）に力点が置かれているが，それが上記のような労使関係の分権化・個人
化とあいまって労働者の地位低下につながらないよう工夫が求められている。
は経営者と労組を社会的パートナーとみなし「社会的対話」を重視して
きた。そして，１９９０年代以降レベルの社会的対話により合意された事項を
欧州委員会の「指令」とする措置をとってきた。即ち，労使合意に基づいて欧
州委員会は，両親休暇に関する指令（１９９５年），パートタイム労働に関する指
令（１９９７年），有期雇用に関する指令（１９９９年）を定め，２０００年代にもテレワー
ク，労働ストレスに関する指令を定めてきた。それは，欧州委員会，社会的パー
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トナー（労使）の３者による雇用・労働問題へのアプローチであったといえる。
ところで，からの影響というよりも，むしろの指導・助言にしたがっ
て中東欧諸国においては資本主義化に伴う社会的混乱を抑制するため政労使
で構成される「３者協議制度」が１９９０年代初頭に発足した。３者協議制度は
チェコの転換初期の「低失業」に貢献するなど一定の効果を発揮した（	
１９９６）。他方で，３者協議制度はともすれば政府の経済社会政策正統化のための
機関になる傾向にあるなど必ずしも労働者の利益を守る機能を果たしていない。
旧加盟国についていえば，オランダとベルギーにおいて労使協議と国家の
経済社会政策の関係が密接である。近年，オランダでは社会経済に関わる法
案の８０～８５％が３者協議制度（社会経済評議会）を通じて準備されており，ベ
ルギーにおいても労働組合の全国組織と経営者団体の全国組織からなる「社
会経済評議会」が賃金のみならず雇用の質に関わる政策も含め協議を行い合意に
達した事項について政府が実施するという「コーポラティズム」が機能している。
資本移動自由化に伴い多国籍企業が加盟国のなかで果たす役割が大き
くなるにつれ，その規制が大きな論点となる。例えば，安価な労働を求めて
（旧加盟国を本拠地とする）多国籍企業のプラントが新加盟国に移転す
ることから生じる雇用問題が旧加盟国において重要論点となり，多国籍企業
のプラントが流入する新加盟国では外資系企業における労働条件の監視が重
要な論点となっている。
１９９４年には１０００以上の被用者を有する域内多国籍企業に対して労使協
議会の設置を義務付ける指令を定めた（小川２００９：２７０）。被用者は多国籍企
業の国際政策（立地移動等）に関して情報を提供され，諮問を受ける権利を有
する。しかし，上記指令においては多国籍企業の経営者が被用者の要求に反
する決定をする場合の罰則を設けていなかった。２００３年までに対象となる企
業の５０％にあたる１８００企業が労使協議会を設置した（２００８：１９２）。
とはいえ，この労使協議会が労働者の利害を反映する機関として機能する前
提は，（加盟国）国内労組の充分な組織力である。既に述べたように中東欧諸
国においてはまだその前提が欠けているというのが実状である。
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Ⅴ　小括及び残された課題
資本主義の重要な要件は，生産手段から切り離された賃労働の成立である。
封建制から資本主義への移行においては農民の土地（生産手段）からの分離が
賃労働を準備した。中東欧諸国において，賃労働は国有企業ないし準国有企
業（協同組合）の私有化，労働者の解雇規制緩和から生まれた。共産主義崩壊，
賃労働制成立は，１９９０年代初頭の「転換不況」期において大量失業及び非経済
活動人口の増加（就業率の低下）という形態をとった。したがって，失業保険
制度の発足とともに中東欧諸国において賃労働関係が成立したといえるであ
ろう。他方で，中東欧諸国の多く（特に，ヴィシェグラード諸国）においては，
１９９０年代前半までは国有と私有のハイブリッド所有が広範に存在していた
（	
		２００７）。賃労働制に加えて私的所有と市場的調整優位の
経済，即ち資本主義が確立したのは外資導入が活発化する１９９０年代後半以後
のことであった。田中はハンガリーの私有化を「横からの私有化」（外資主導の
私有化）と特徴付けている（田中２００５：２０５）。確かに，中東欧諸国は外資主導
で「横から」資本主義化されたといえよう。
その後，ヴィッシェグラード諸国では外資主導の輸出増大により，バルト
諸国では外資系銀行による家計融資を通じた内需拡大（とりわけ住宅ブーム）
を通じて経済成長軌道に入った。成長過程において就業率も改善した。ここ
で，注目すべきことのひとつは中東欧諸国における資本主義確立以後の就業
率回復の程度及び賃金水準において，共産主義化以前の時代及び共産主義時
代からの経路依存性が顕著であったということである。即ち，スロヴェニア，
チェコなど第２次世界大戦以前にも共産主義時代にも中東欧の先進地域で
あった国は，共産主義崩壊の後しばらくして中東欧の「先進」資本主義国とし
て出現した。とはいえ，１９８０年代にに加盟した南欧諸国が「欧州周辺部資
本主義」にとどまっているようにスロヴェニアとチェコも含む中東欧諸国も
また「欧州周辺部資本主義」の地位にとどまっている。労働市場における実績
（就業率・失業率）において南欧と中東欧の多くの国が北欧や西欧諸国よりも
低いことの最大の要因はこれである。
他方で，注目すべきもうひとつの点は中心国で戦後「黄金時代」（高度成
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長時代）が終わり（１９７０年代初頭），それとともに失業問題が顕在化し，雇用政
策が社会政策の中心となる時代に中東欧諸国が資本主義化しに加盟し
たことである。北欧諸国は黄金時代終焉以後，従来からの積極的労働市場政
策を継続するとともに社会サービス重視によって１９９０年代初頭まで雇用を創
出し，イギリスは１９７０年代から製造業から消費サービス及び金融サービスへ
の転換を推し進め，低賃金の不安定雇用（消費者サービス業における雇用）拡
大と，「金融主導型資本主義」（山田２００８）による消費刺激（住宅ブーム）を通じ
て１９９０年代以降（２００８年のグローバル経済危機まで）相対的に高い雇用実績を
おさめた。オランダは，１９８０年代初頭のワッセナーの合意以後「ワーク・シェア
リング」（パート雇用増加）によって雇用問題に対処してきた。他方で，ドイツな
ど大陸欧州主要国では１９７０年代以降，厳格な解雇規制を維持しつつ，中高年者
の早期退職，青年の雇用抑制など（労働）「供給削減」によって雇用問題に対処し
てきた（エスピン－アンゼルセン２００３）。しかし，１９９０年代初頭においてドイツ
など大陸欧州諸国においてこうした対応は限界に達していた（高い失業率）。
このような状況を背景にして，また１９９４年のの研究報告書からの影
響を受けながら，は雇用弾力化を含む雇用創出戦略（リスボン戦略）を打ち
出した（星野２０１０）。それは，サービス業における女性の雇用増大など肯定的
な成果を生み出したが，他方で青年失業問題は解決されず，有期雇用をはじ
め非典型労働（不安定就業）増大など新たな問題をもたらした。既にみたよう
に中東欧諸国では共産主義時代から女性就業率は高く，その遺産は資本主義
時代にも継承された（全体就業率低下に伴い女性就業率も低下したが）。しか
し，中東欧新加盟国もまた旧加盟国と同様に高い青年失業率，有期雇用増
大などの問題に直面している。また，外資主導のサービス化により旧加盟
国の労働者が既に経験していた不規則勤務増加を中東欧諸国の労働者も経験
することになった。さらに，外資主導の工業近代化もひとつの要因とする未
熟練労働者の就職困難などの問題を抱えるに至っている。
以上をまとめるならば，中東欧諸国の雇用・労働問題は３つの特質を有す
るということになろう。第１は，中東欧の雇用・労働問題は共産主義から資
本主義への転換に伴って生じたということである（完全雇用終焉）。第２は，
中東欧の雇用・労働問題は「周辺部資本主義」から生じているということであ
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る（低賃金，長時間労働など）。第３は，中東欧の新加盟国の雇用・労働問
題は旧加盟国と同様の性格を伴っているということである（高い青年失業率，
不安定就業の増大）。
本論文では中東欧新加盟国の動向を旧加盟国のそれと比較しつつ，
２０００年代半ばの拡大の雇用・労働問題を検討してきた。２００６年以後拡大
の雇用は改善されたが，２００８年のグローバル経済危機のなかで雇用は悪化し
た。そして，２００９年以後若干の改善を示している。しかし，は２００９年末か
ら２０１０年初夏にかけて「ギリシャ問題」に直面し，さらに本稿執筆時（２０１０年１１
月）にはアイルランド救済に乗り出さざるを得ない状況に陥っている。中東欧
諸国の経済は回復傾向にあるものの，その経済と雇用・労働は全体としての
経済の行方に左右され，予断を許さない。２０００年代半ばから現在に至る中
東欧諸国及び拡大の雇用・労働問題の分析の課題が残されていると指摘し，
本論文の結びとしたい。
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